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デ
ジ
タ
ル・ガ
バ
メ
ン
ト
の
現
状

　

新
型
コ
ロ
ナ
の
感
染
拡
大
の
勢
い
が
止

ま
ら
な
い
中
、
デ
ジ
タ
ル
技
術
の
役
割
が

一
段
と
重
要
性
を
増
し
て
い
る
。
ウ
イ
ル

ス
が
人
か
ら
人
へ
と
感
染
し
て
い
く
こ
と

を
防
ぐ
に
は
、
接
触
の
機
会
を
可
能
な
限

り
減
ら
す
こ
と
が
有
効
と
さ
れ
て
い
る
た

め
で
あ
る
。
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
用
い
る
こ

と
で
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
や
取
引
・

手
続
き
等
の
非
対
面
・
非
接
触
化
、
感
染

者
の
拡
大
に
つ
れ
深
刻
化
す
る
人
手
不
足

の
補
完
が
可
能
で
あ
る
。
こ
う
し
た
状
況

下
、
政
府
や
地
方
自
治
体
な
ど
の
公
的
セ

ク
タ
ー
で
は
、
申
請
や
手
続
き
等
の
多
く

が
依
然
と
し
て
「
対
面
・
書
面
・
押
印
」「
紙

ベ
ー
ス
の
原
本
確
認
」
を
基
本
と
し
て
お

り
、
デ
ジ
タ
ル
化
に
対
応
で
き
て
い
な
い

実
情
が
露
呈
し
た
。

　

そ
の
代
表
的
な
事
例
と
し
て
、
特
別
定

額
給
付
金
（
10
万
円
給
付
）
の
申
請
を
め

ぐ
る
混
乱
や
給
付
の
遅
延
が
挙
げ
ら
れ
る
。

今
回
、
10
万
円
給
付
は
オ
ン
ラ
イ
ン
と
郵

送
に
よ
る
申
請
と
さ
れ
て
い
た
が
、
オ
ン

ラ
イ
ン
申
請
の
方
が
郵
送
申
請
よ
り
も
申

請
者
・
地
方
自
治
体
の
双
方
に
と
っ
て
手

間
と
時
間
が
か
か
る
と
い
う
本
末
転
倒
の

事
態
が
生
じ
た
。
そ
も
そ
も
、
オ
ン
ラ
イ

ン
申
請
に
必
要
と
な
る
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ

ー
ド
の
保
有
率
が
17
・
5
％
に
と
ど
ま
る

（
2
0
2
0
年
7
月
1
日

現
在
）
こ
と
に
加
え
、
申

請
者
は
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル

で
世
帯
構
成
員
や
口
座
番

号
を
手
入
力
し
な
け
れ
ば

な
ら
ず
、
誤
入
力
や
重
複

申
請
が
散
見
さ
れ
た
。
一

方
、
多
く
の
市
区
町
村
で

は
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
の
入

力
内
容
に
誤
り
が
な
い
か
、

目
視
・
手
作
業
で
住
民
基

本
台
帳
と
の
突
合
や
口
座

番
号
の
確
認
等
を
行
わ
な

け
れ
ば
な
ら
ず
、
オ
ン
ラ

イ
ン
で
得
ら
れ
る
は
ず
の

メ
リ
ッ
ト
が
ほ
と
ん
ど
実

現
さ
れ
な
い
ど
こ
ろ
か
、

現
場
に
多
く
の
負
荷
を
か

遅
れ
る
行
政
の
デ
ジ
タ
ル
化

新
型
コ
ロ
ナ
で
浮
き
彫
り
、成
否
握
る
意
識
改
革

日
本
総
合
研
究
所
主
任
研
究
員

野
村
敦
子

解 説

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
拡
大
で
、
わ
が
国
で
は
、
政
府
が
20
年
近
く
に
わ
た
り
推
進
し
て
き
た
デ
ジ
タ
ル
・
ガ

バ
メ
ン
ト
が
機
能
し
て
い
な
い
実
態
が
、
期
せ
ず
し
て
浮
き
彫
り
に
な
っ
た
。
そ
の
背
景
と
し
て
、
政
府
の
縦
割
り
構
造

や
司
令
塔
の
不
在
、
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
不
足
、
ユ
ー
ザ
ー
視
点
の
欠
如
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
課
題
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
こ

う
し
た
状
況
下
、
政
府
は
7
月
に
発
表
し
た
「
骨
太
の
方
針
」
で
、
デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ
メ
ン
ト
の
構
築
を
「
一
丁
目
一
番

地
の
最
優
先
政
策
課
題
」
と
し
て
掲
げ
た
。
し
か
し
、
従
来
の
延
長
線
上
の
取
り
組
み
で
は
、
真
に
国
民
が
求
め
る
デ
ジ

タ
ル
・
ガ
バ
メ
ン
ト
の
実
現
は
望
め
な
い
。
政
府
・
政
治
家
は
も
と
よ
り
、
国
民
も
含
め
た
官
民
全
体
に
お
け
る
デ
ジ
タ

ル
変
革
1
、
と
り
わ
け
意
識
改
革
の
徹
底
が
求
め
ら
れ
よ
う
。

の
む
ら
・
あ
つ
こ　
88
年
早
大
政
経

学
部
卒
、同
年
三
井
銀
行（
現
三
井
住

友
銀
行
）入
行
。さ
く
ら
総
合
研
究
所

（
現
日
本
総
合
研
究
所
）産
業
調
査
部

等
を
経
て
、現
在
に
至
る
。注
力
テ
ー

マ
は
成
長
戦
略（
ベ
ン
チ
ャ
ー
支
援
、

I
T
融
合
等
）、産
業
政
策
。

　

1　デジタル変革（Digital Transformation：DX）とは、「将来の成長、競争力強化のために、新た
なデジタル技術を活用して新たなビジネスモデルを創出・柔軟に改変すること」（「世界最先端
デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」2020年7月）。
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け
る
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
れ
ら
の
背
景
に

は
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
利
用
で
き
る
事
務

が
法
律
で
厳
し
く
制
限
さ
れ
て
お
り
、
デ

ー
タ
連
携
に
よ
る
自
動
入
力
や
突
合
な
ど

の
利
用
が
で
き
な
い
こ
と
が
あ
る
。
役
所

の
窓
口
は
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
に
関

連
す
る
手
続
き
や
相
談
、
問
い
合
わ
せ
な

ど
で
混
乱
状
態
と
な
り
、
接
触
・
対
面
を

避
け
る
た
め
の
オ
ン
ラ
イ
ン
・
郵
送
申
請

で
あ
る
は
ず
が
、
意
図
に
反
す
る
状
況
に

な
っ
た
。

　

そ
の
他
、
多
く
の
企
業
や
個
人
事
業
主

が
利
用
を
希
望
す
る
雇
用
調
整
助
成
金
で

は
、
申
請
に
当
た
っ
て
複
雑
か
つ
紙
ベ
ー

ス
の
資
料
を
多
く
用
意
し
な
け
れ
ば

な
ら
ず
、
手
続
き
か
ら
審
査
・
給
付

ま
で
に
時
間
が
か
か
る
こ
と
も
あ
り
、

申
請
を
断
念
す
る
事
業
者
も
少
な
く

な
か
っ
た
。
よ
う
や
く
5
月
下
旬
に

な
っ
て
24
時
間
受
け
付
け
可
能
な
オ

ン
ラ
イ
ン
申
請
の
導
入
や
手
続
き
の

簡
素
化
が
実
施
さ
れ
た
も
の
の
、
依

然
と
し
て
必
要
書
類
の
作
成
に
か
か

る
負
担
が
大
き
い
他
、
個
人
情
報
の

流
出
や
シ
ス
テ
ム
不
具
合
な
ど
の
問

題
が
発
生
し
て
い
る
。

　

医
療
の
現
場
で
も
、
感
染
者
の
発

生
届
に
つ
い
て
、
医
師
が
手
書
き
、

記
名
・
押
印
の
上
、
保
健
所
に
フ
ァ

ッ
ク
ス
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い

う
ア
ナ
ロ
グ
手
法
の
ま
ま
で
あ
る
こ

と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
保
健
所
で

は
、
手
入
力
で
集
計
等
の
作
業
を
し

な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
た
だ
で
さ
え
疲

弊
し
て
い
る
現
場
の
人
員
に
と
っ
て

さ
ら
な
る
負
担
に
な
る
と
と
も
に
、

人
的
な
ミ
ス
の
発
生
も
引
き
起
こ
し
て
い

る
。

　

こ
れ
ら
の
事
例
に
限
ら
ず
、
そ
も
そ
も

多
く
の
行
政
手
続
き
が
、
依
然
と
し
て
対

面
・
書
面
・
押
印
を
前
提
と
し
て
業
務
プ

ロ
セ
ス
が
構
築
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
問
題

が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
平
時
か
ら
利
用

者
視
点
で
の
業
務
改
革
・
デ
ジ
タ
ル
対
応

が
進
め
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
た
め
、
見
直

し
に
相
応
の
時
間
を
要
し
た
り
、
そ
の
場

し
の
ぎ
の
対
応
で
、
申
請
す
る
市
民
や
企

業
ば
か
り
で
な
く
、
処
理
を
行
う
行
政
の

現
場
に
も
混
乱
や
負
担
が
生
じ
る
結
果
と

な
っ
て
い
る
。

デ
ジ
タ
ル・ガ
バ
メ
ン
ト
の
課
題

　

日
本
の
電
子
政
府
、
デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ

メ
ン
ト
の
取
り
組
み
は
、
00
年
11
月
の

「
I
T
基
本
戦
略
」
で
重
点
政
策
分
野
に

掲
げ
ら
れ
て
以
来
、20
年
近
く
に
及
ぶ（
図

表
1
）。e-Japan

戦
略
（
01
年
）
で
は
、

「
03
年
ま
で
に
、
国
が
提
供
す
る
実
質
的

に
す
べ
て
の
行
政
手
続
き
を
イ
ン
タ
ー
ネ

ッ
ト
経
由
で
可
能
と
す
る
」
目
標
が
定
め

ら
れ
た
。
そ
の
後
、
数
年
ご
と
に
戦
略
や

計
画
の
見
直
し
が
行
わ
れ
て
き
た
が
、
こ

の
目
標
は
い
ま
だ
に
達
成
で
き
て
い
な
い
。

そ
の
理
由
と
し
て
、
政
府
の
「
デ
ジ
タ
ル

フ
ァ
ー
ス
ト
・
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
」
で

は
、
①
オ
ン
ラ
イ
ン
化
す
る
こ
と
そ
の
も

の
に
注
力
し
た
た
め
、
単
に
こ
れ
ま
で
の

紙
で
の
手
続
き
を
機
械
的
に
オ
ン
ラ
イ
ン

に
置
き
換
え
る
だ
け
な
ど
、
利
便
性
向
上

に
向
け
た
取
り
組
み
が
行
わ
れ
ず
、
利
用

率
が
伸
び
悩
ん
だ
こ
と
②
全
て
の
手
続
き

を
オ
ン
ラ
イ
ン
化
す
る
こ
と
を
目
標
に
し

た
た
め
、
年
間
利
用
件
数
の
ほ
と
ん
ど
な

い
手
続
き
も
オ
ン
ラ
イ
ン
化
を
行
い
、
そ

の
結
果
、
費
用
対
効
果
の
低
い
シ
ス
テ
ム

と
な
っ
て
し
ま
っ
た
こ
と
─
な
ど
の
問
題

点
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
反
省
を
踏
ま
え
、
19
年
12
月

に
は
「
デ
ジ
タ
ル
手
続
法
」
が
施
行
さ
れ
、

デ
ジ
タ
ル
フ
ァ
ー
ス
ト
、
ワ
ン
ス
オ
ン
リ

ー
、
コ
ネ
ク
テ
ッ
ド
・
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
の

3
原
則
の
下
、
国
の
行
政
手
続
き
に
つ
い

て
は
オ
ン
ラ
イ
ン
化
の
実
施
を
原
則
と
す

る
こ
と
が
、
改
め
て
示
さ
れ
た
。

　

そ
れ
で
は
、
わ
が
国
の
デ
ジ
タ
ル
・
ガ

バ
メ
ン
ト
の
取
り
組
み
の
実
態
は
ど
の
よ

う
に
な
っ
て
い
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
政
府

各
省
庁
の
行
政
手
続
き
等
オ
ン
ラ
イ
ン
化

の
取
り
組
み
状
況（
19
年
3
月
31
日
時
点
）

を
見
る
と
、
政
府
全
体
で
計
上
さ
れ
て
い

る
行
政
手
続
き
（
種
類
別
・
5
万

5
7
6
5
件
）
の
う
ち
、
オ
ン
ラ
イ
ン
化

さ
れ
て
い
る
手
続
き
数
は
6
4
0
8
件

（
オ
ン
ラ
イ
ン
化
率
11
・
5
％
）、
オ
ン
ラ

（出所）デジタル・ガバメント推進方針（2017年5月）、デジタル・ガバメント実行計画（2018年7月、
2019年12月）等を参考に日本総合研究所作成

〈図表1〉日本の電子政府・デジタル・ガバメントの取り組みの変遷
年

2001

2002

2006

2009

2010

2013

2016

2018

2019

施策

e-Japan 戦略

行政手続オンライン化法

IT 新改革戦略

i-Japan 戦略 2015

新たな情報通信技術戦略

世界最先端 IT 国家創造宣言

官民データ活用推進基本法

マイナンバー制度運用開始

世界最先端デジタル国家創造宣言

デジタル・ガバメント実行計画

デジタル手続法

概要

2003年までに国の全ての行政手続きをインターネット経由で可能とする

法令上書面とされる行政手続きもオンライン利用できるように制度整備

2010年度までにオンライン利用率 50％以上を達成する目標に変更

2015年までにデジタル技術による「新たな行政改革」を進める

費用対効果等を検討し、業務プロセスを徹底的に見直す方針

「改善促進手続き」を中心に取り組み、政府CIOの法定設置

第 10条で行政手続きに係るオンライン利用の原則化を定める

一人一人に最適化された行政サービス・便益を提供するインフラを展望

3原則：デジタルファースト、ワンスオンリー、コネクテッド・ワンストップ

あらゆる行政サービスをデジタルで完結（添付書類撤廃、ワンストップで処理等）

行政手続きの原則オンライン化（地方自治体は努力義務）
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イ
ン
で
完
結
す
る
手
続
き
数
は
4
1
6
5

件
（
オ
ン
ラ
イ
ン
完
結
率
7
・
5
％
）
に

と
ど
ま
る
（
図
表
2
）。
オ
ン
ラ
イ
ン
化

が
未
実
施
の
手
続
き
の
う
ち
、
検
討
可
能

と
さ
れ
る
手
続
き
が
約
4
万
5
0
0
0
件
、

9
割
以
上
残
さ
れ
て
い
る
。
一
方
、
市
区

町
村
に
お
け
る
オ
ン
ラ
イ
ン
で
の
行
政
手

続
き
や
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
で
の
利
用
可
能

手
続
き
に
関
し
て
は
、
デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ

メ
ン
ト
実
行
計
画
に
記
載
さ
れ
て
い
る
項

目
の
う
ち
、
図
書
館
貸
し
出
し
予
約
（
オ

ン
ラ
イ
ン
化
対

応
済
み
自
治
体

62
・
3
％
）
や

法
人
の
地
方
税

申
告
手
続
き

（eLTAX

、
同

95
・
3
％
）
へ

の
対
応
は
進
ん

で
い
る
も
の
の
、

そ
れ
以
外
の
項

目
は
半
数
以
下

に
と
ど
ま
る
。

ま
た
、
特
別
定

額
給
付
金
の
オ

ン
ラ
イ
ン
申
請

を
決
め
た
時
点

に
お
け
る
マ
イ

ナ
ポ
ー
タ
ル
未

接
続
の
市
区
町
村
は
、
8
0
6
団
体
（
内

閣
府
「
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
を
通
じ
た
特
別

定
額
給
付
金
の
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
受
付
開

始
に
つ
い
て
」
20
年
5
月
1
日
）
あ
り
、

全
体
の
半
数
近
く
（
46
・
3
％
）
に
上
る
。

こ
の
よ
う
に
、
行
政
手
続
き
の
オ
ン
ラ
イ

ン
化
の
実
態
を
見
る
と
、「
デ
ジ
タ
ル
手

続
法
」
や
デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ
メ
ン
ト
実
行

計
画
に
掲
げ
る
目
標
に
は
程
遠
い
状
況
で

あ
る
。

　

国
際
的
な
比
較
や
評
価
を
見
て
も
、
わ

が
国
は
先
進
国
や
他
の
ア
ジ
ア
諸

国
に
比
べ
取
り
組
み
が
遅
れ
て
い

る
こ
と
が
分
か
る
。
例
え
ば
、
経

済
協
力
開
発
機
構
（
O
E
C
D
）

の
調
査
で
は
、
12
カ
月
の
間
に
政

府
機
関
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
オ

ン
ラ
イ
ン
申
請
を
行
っ
た
こ
と
が

あ
る
人
の
割
合
は
7
・
3
％
と
、

調
査
対
象
30
カ
国
中
最
下
位
で
あ

っ
た
（
図
表
3
）。
ま
た
、
最
新

の
国
連
・
世
界
電
子
政
府
ラ
ン
キ

ン
グ
で
は
、
前
回
の
10
位
か
ら
14

位
に
後
退
し
て
い
る
。
今
回
の
コ

ロ
ナ
禍
で
は
、
平
時
に
お
い
て
デ

ジ
タ
ル
・
ガ
バ
メ
ン
ト
が
強
力
に
推
進
さ

れ
実
現
し
て
い
る
国
や
地
域
で
は
、
非
常

時
に
お
い
て
も
こ
れ
を
有
効
に
活
用
で
き

て
お
り
、
困
難
な
状
況
に
お
け
る
行
政
機

能
の
耐
性
や
回
復
力
（
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
）

に
寄
与
し
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ

た
。

　

一
方
、
日
本
の
デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ
メ
ン

ト
の
取
り
組
み
は
遅
々
と
し
て
進
ん
で
い

な
い
。
そ
の
理
由
と
し
て
、
行
政
の
縦
割

り
構
造
や
司
令
塔
の
不
在
、
デ
ジ
タ
ル
人

材
の
不
足
、
ユ
ー
ザ
ー
視
点
の
欠
如
に
加

え
、
政
府
や
地
方
自
治
体
の
シ
ス
テ
ム
が

ト
ー
タ
ル
デ
ザ
イ
ン
と
し
て
設
計
さ
れ
て

こ
な
か
っ
た
こ
と
な
ど
が
指
摘
さ
れ
て
い

る
。
そ
れ
と
と
も
に
、
デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ

メ
ン
ト
先
進
国
に
比
べ
、
わ
が
国
で
は
、

政
治
に
お
い
て
も
政
府
に
お
い
て
も
、
行

政
の
デ
ジ
タ
ル
化
対
応
に
つ
い
て
優
先
し

て
取
り
組
む
べ
き
重
要
な
政
策
課
題
と
の

認
識
が
不
足
し
て
い
る
こ
と
が
大
き
く
影

響
し
て
き
た
と
言
え
よ
う
。

「
骨
太
方
針
」と
今
後
の
展
望

　

公
的
セ
ク
タ
ー
の
デ
ジ
タ
ル
化
の
遅
れ

や
非
効
率
性
は
、
わ
が
国
の
経
済
成
長
や

豊
か
な
生
活
の
実
現
に
マ
イ
ナ
ス
影
響
を

及
ぼ
す
こ
と
が
懸
念
さ
れ
て
い
る
。
こ
う

し
た
状
況
に
危
機
感
を
抱
い
た
政
府
は
、

7
月
の
骨
太
方
針
で
、「
次
世
代
型
行
政

（注）ただし、政府集計データにはオンライン手続き件数は記載されているものの、
総手続き件数が記載されていないなどもあり、実際のオンライン利用率は政
府定義のものも含めさらに低くなると考えられる。

（出所）政府CIOホームページ「行政手続等の棚卸等」2020年7月2日公表データを
基に日本総合研究所作成

〈図表2〉国の行政手続きオンライン化の実態

総数①

オンライン化の実施数②

オンライン化率（％）（②/①）

オンライン完結数③

オンライン完結率（％）（③/①）

総手続き件数④

オンラインで実施できる手続き件数⑤

オンライン手続き件数⑥

政府定義のオンライン利用率（％）（⑤/④）

オンライン利用率（％）（⑥/④）

実施予定⑦

検討予定⑧

検討可能⑨

適用除外

無回答

実施可能率（％）｛（⑦+⑧+⑨）/（①-②）｝

2017年度

57,668

7,037

12.2

4,145

7.2

2,115,340,550

1,456,939,573

789,215,994

54.2

37.3

2018 年度

55,765

6,408

11.5

4,165

7.5

2,496,893,500

1,880,559,173

969,554,599

51.6

38.8

616

1,207

45,363

222

1,949

95.6

行政手続き（種類別）

手続き件数

オンライン化の検

討状況（種類別）

（注）過去12カ月の間に、公的機関のウェブサイトを通じて記入
済み申請書をインターネットを使って送信した人の割合

（出所）OECD.Stat

〈図表3〉デジタル・ガバメントの利用状況の国
際比較（2018年）
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サ
ー
ビ
ス
の
強
力
な
推
進
─
デ
ジ
タ
ル
・

ガ
バ
メ
ン
ト
の
断
行
」
を
一
丁
目
一
番
地

の
最
優
先
課
題
と
し
て
位
置
付
け
た
。
具

体
的
に
は
、
デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ
メ
ン
ト
実

行
計
画
や
I
T
基
本
法
の
見
直
し
、
政
府

C
I
O
（
内
閣
情
報
通
信
政
策
監
）
の
機

能
の
強
化
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
抜
本

的
改
善
、
書
面
・
対
面
規
制
の
緩
和
、
国
・

地
方
の
デ
ジ
タ
ル
基
盤
の
標
準
化
、
オ
ー

プ
ン
デ
ー
タ
化
の
推
進
な
ど
に
集
中
し
て

取
り
組
む
方
針
が
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。
未

曽
有
の
危
機
に
直
面
す
る
中
、
デ
ジ
タ
ル

化
を
強
力
に
推
進
す
る
意
思
が
見
て
取
れ
、

方
向
性
と
し
て
は
正
し
い
と
言
え
よ
う
。

も
っ
と
も
骨
太
方
針
は
、
ど
ち
ら
か
と
い

え
ば
大
ま
か
な
枠
組
み
や
ビ
ジ
ョ
ン
を
示

す
に
と
ど
ま
り
、
具
体
的
な
施
策
の
詳
細

や
工
程
表
、
数
値
目
標
・
期
限
等
の
検
討

な
ど
は
こ
れ
か
ら
と
さ
れ
て
い
る
。
骨
太

方
針
が
掛
け
声
倒
れ
に
終
わ
ら
な
い
よ
う

に
、
以
下
の
点
を
常
に
念
頭
に
置
き
、
一

つ
一
つ
の
施
策
を
着
実
に
遂
行
し
て
い
く

こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

　

第
一
に
、
全
体
最
適
の
追
求
で
あ
る
。

既
に
各
所
で
指
摘
さ
れ
て
い
る
通
り
、
こ

れ
ま
で
の
電
子
政
府
や
デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ

メ
ン
ト
の
取
り
組
み
は
、
省
庁
の
縦
割
り

構
造
を
打
破
で
き
ず
、
個
別
の
予
算
・
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
る
部
分
最
適
の
取
り
組

み
が
中
心
と
な
っ
て
し
ま
っ
て
い
た
。
行

政
サ
ー
ビ
ス
の
プ
ロ
セ
ス
は
、
一
省
庁
に

と
ど
ま
る
も
の
で
は
な
く
、
省
庁
間
や

国
・
地
方
間
、
官
民
間
に
ま
た
が
る
も
の

で
あ
る
。
新
た
に
設
置
予
定
の
司
令
塔
機

能
の
下
、
利
用
者
視
点
か
ら
の
ト
ー
タ
ル

デ
ザ
イ
ン
に
省
庁
横
断
的
に
取
り
組
み
、

全
体
最
適
を
追
求
し
て
い
く
こ
と
が
求
め

ら
れ
る
。

　

第
二
に
、
透
明
性
や
説
明
責
任
の
徹
底

で
あ
る
。
現
行
の
「
デ
ジ
タ
ル
手
続
法
」

で
は
、
政
省
令
で
「
例
外
」
を
定
め
る
こ

と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
お
り
、
地
方
自
治

体
は
努
力
義
務
と
さ
れ
て
い
る
な
ど
、
骨

抜
き
に
な
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
て
い
る
。

今
後
の
見
直
し
に
当
た
っ
て
は
、
例
外
に

つ
い
て
各
省
庁
の
判
断
に
任
せ
る
の
で
は

な
く
、
未
実
施
の
場
合
に
は
明
確
な
根
拠

や
説
明
が
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
す
る
な

ど
、
デ
ジ
タ
ル
・
バ
イ
・
デ
フ
ォ
ル
ト
（
原

則
デ
ジ
タ
ル
化
）
を
徹
底
す
る
姿
勢
が
求

め
ら
れ
る
。
加
え
て
、
利
用
者
の
視
点
か

ら
の
適
切
な
目
標
の
設
定
と
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
機
能
が
不
可
欠
で
あ
る
。
骨
太
方
針
等

で
は
、
過
去
20
年
に
わ
た
る
デ
ジ
タ
ル
・

ガ
バ
メ
ン
ト
の
取
り
組
み
に
対
し
、
な
ぜ

実
現
で
き
て
い
な
い
の
か
、
何
が
障
害
と

な
っ
て
い
る
の
か
、
な
ど
に
つ
い
て
は
十

分
に
検
証
さ
れ
な
い
ま
ま
で
あ
る
。
公
表

さ
れ
て
い
る
進し

ん
ち
ょ
く捗

状
況
の
デ
ー
タ
も
、
国

民
に
と
っ
て
分
か
り
に
く
い
も
の
で
あ
っ

た
り
、
実
施
主
体
に
と
っ
て
都
合
の
良
い

内
容
と
な
っ
て
い
る
。
国
民
に
対
し
「
で

き
て
い
る
こ
と
」「
で
き
て
い
な
い
こ
と
」

の
現
状
を
つ
ま
び
ら
か
に
し
、
原
因
を
究

明
す
る
姿
勢
が
な
け
れ
ば
、
こ
れ
ま
で
の

失
敗
を
再
び
繰
り
返
す
こ
と
に
な
ろ
う
。

　

第
三
に
、
民
間
と
の
連
携
・
協
働
を
前

提
と
す
る
こ
と
で
あ
る
。
各
省
庁
が
、
個

別
に
必
要
と
さ
れ
る
機
能
や
サ
ー
ビ
ス
を

独
自
に
開
発
す
る
の
で
は
な
く
、
既
に
デ

ジ
タ
ル
化
を
進
め
て
い
る
民
間
の
知
恵
や

経
験
を
柔
軟
か
つ
積
極
的
に
取
り
入
れ
て

い
く
こ
と
で
、
コ
ス
ト
や
時
間
の
削
減
、

U
I
（
ユ
ー
ザ
ー
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
）

や
U
X（
ユ
ー
ザ
ー
エ
ク
ス
ペ
リ
エ
ン
ス
）

の
実
現
が
可
能
と
考
え
ら
れ
る
。
デ
ジ
タ

ル
・
ガ
バ
メ
ン
ト
の
先
進
国
で
は
、
民
間

の
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
登
用
と
と
も
に
、
ス

タ
ー
ト
ア
ッ
プ
や
市
民
を
含
む
多
様
な
主

体
と
の
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
政

府
・
地
方
自
治
体
に
お
い
て
も
当
然
の
こ

と
と
し
て
実
践
さ
れ
て
い
る
。

　

そ
し
て
、
何
よ
り
も
重
要
な
こ
と
は
、

官
民
双
方
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
変
革
、
と

り
わ
け
意
識
の
改
革
で
あ
る
。
官
に
お
い

て
も
民
に
お
い
て
も
デ
ジ
タ
ル
化
の
障
害

と
し
て
、
慣
れ
親
し
ん
だ
従
来
の
業
務
プ

ロ
セ
ス
を
デ
ジ
タ
ル
に
変
更
す
る
こ
と
に

対
し
、
現
場
の
抵
抗
が
大
き
い
こ
と
が
指

摘
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
背
景
に
は
、
政
策

や
企
画
、
I
T
を
担
当
す
る
部
門
と
現
業

部
門
の
間
の
意
識
の
乖か

い
り離
が
あ
る
。
本
来
、

デ
ジ
タ
ル
化
に
は
、
効
率
化
や
省
力
化
に

よ
り
業
務
の
負
担
を
軽
減
す
る
ば
か
り
で

な
く
、
よ
り
付
加
価
値
の
高
い
業
務
や
サ

ー
ビ
ス
へ
の
人
員
・
予
算
の
配
分
、
こ
れ

ま
で
実
現
が
難
し
か
っ
た
こ
と
を
先
端
技

術
と
デ
ー
タ
を
用
い
て
可
能
に
す
る
こ
と

な
ど
の
意
義
が
あ
る
は
ず
で
あ
る
。
利
用

す
る
側
と
な
る
現
場
の
職
員
や
市
民
、
民

間
事
業
者
に
お
い
て
、
こ
う
し
た
デ
ジ
タ

ル
化
の
意
義
に
対
す
る
理
解
を
深
め
る
た

め
の
取
り
組
み
を
併
せ
て
進
め
て
い
く
必

要
が
あ
ろ
う
。

　

骨
太
方
針
で
は
、
こ
の
1
年
を
集
中
改

革
期
間
と
し
て
取
り
組
み
を
進
め
る
と
し

て
い
る
。
官
民
共
通
の
危
機
意
識
が
冷
め

な
い
う
ち
に
、
一
気
呵か

せ
い成

に
対
策
を
講
じ

る
こ
と
は
重
要
で
あ
る
が
、
一
方
で
、
デ

ジ
タ
ル
・
ガ
バ
メ
ン
ト
は
シ
ス
テ
ム
面
ば

か
り
で
な
く
制
度
や
組
織
、
業
務
の
再
構

築
を
必
要
と
す
る
、
長
期
に
わ
た
る
取
り

組
み
で
も
あ
る
。
1
年
ご
と
に
見
直
さ
れ

る
骨
太
方
針
に
左
右
さ
れ
る
こ
と
な
く
、

着
実
か
つ
継
続
的
に
取
り
組
ん
で
い
く
こ

と
が
求
め
ら
れ
る
。


